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佐倉市条例第   号 

   佐倉市開発行為等の規制に関する条例の一部を改正する条例 

 佐倉市開発行為等の規制に関する条例（平成１４年佐倉市条例第２０号）の

一部を次のように改正する。 

 第２条第１項第５号を次のように改める。 

（５）専用住宅 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）別表第２（い）項

第１号に掲げる建築物及び同項第１０号に掲げる建築物（同項第１号の建

築物に附属するものに限る。）をいう。 

 第２条第１項に次の１号を加える。 

（６）既存建築物 市街化調整区域において、区域区分日前から存する建築物

又は建築基準法第６条第１項若しくは第６条の２第１項の規定により建築

の確認を受けて建築された建築物をいう。 

 第４条中「次条第１項第１号」の次に「及び第３号」を加える。 

 第５条第１項第１号中「、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）別表第

２（い）項第１号及び第１０号に掲げる建築物（同項第２号から第９号までの

建築物に附属するものを除く。）で」を削り、「（当該開発行為」を「であって、

当該開発行為」に、「同法」を「建築基準法」に、「接しているものに限る。）」

を「接しているもの」に改め、同項第３号及び第４号を次のように改める。 

（３）既存集落内において、自己の居住の用に供するための１戸の専用住宅又

は建築基準法別表第２（い）項第２号に掲げる建築物及び同項第１０号に

掲げる建築物（同項第２号の建築物に附属するものであり、規則で定める

規模のものに限る。）の建築を目的として行う開発行為であって、当該開発

行為に係る建築物の敷地が既存の建築基準法第４２条第１項各号又は第２

項に規定する道路に６メートル以上接しているもの 



（４）市街化調整区域において行う次に掲げる開発行為 

  ア 既存建築物のうち、用途が専用住宅であるものの増築又は改築（当該

既存建築物の敷地及び用途を変更しないものに限る。）を目的とする開発

行為 

  イ 既存建築物のうち、用途が法第２９条第１項第２号に規定する農業、

林業若しくは漁業を営む者の居住の用に供する建築物、法第３４条第１

２号から同条第１４号までの規定により許可された自己の居住の用に供

する住宅、長屋住宅又は事務所、店舗その他これらに類する用途を兼ね

る住宅であるものの増築又は改築（当該既存建築物の敷地を変更せず、

用途を自己の居住の用に供する専用住宅に変更するものであって、当該

既存建築物の建築された日から原則として１０年以上経過しているもの

に限る。）を目的とする開発行為 

  ウ 既存建築物のうち、用途が法第３４条第１３号の規定により許可され

た自己の業務の用に供する建築物の増築又は改築（当該既存建築物の敷

地を変更せず、用途を自己の業務の用に供する当該既存建築物と同内容

の建築物に変更するものであって、当該既存建築物の建築された日から

原則として１０年以上経過しているものに限る。）を目的とする開発行為 

 第５条第１項に次の２号を加える。 

（６）次のいずれにも該当する既存建築物であって、自己の居住の用に供する

専用住宅を賃貸の用に供する専用住宅の用途に変更することを目的とする

開発行為 

  ア 既存集落又は第１号に規定する市長が指定した区域内の土地に存する

こと。 

イ 建築された日から原則として１０年以上経過していること。 



（７）古民家等（既存建築物であるものに限る。以下同じ。）を次に掲げる用途

に変更すること（古民家等の建築物並びにその周辺の自然環境並びに農業、

林業及び漁業の営みを地域資源として観光振興に活用するものに限る。）を

目的とする開発行為 

  ア 旅館業法（昭和２３年法律第１３８号）第３条の許可を得た又は得る

見込みのあるホテル又は旅館 

  イ 日用品又は食料品の販売を主たる目的とする店舗 

  ウ 食堂又は喫茶店 

  エ 自家販売のために食品製造業を営むパン屋、米屋、豆腐屋、菓子屋そ

の他これらに類するもの 

  オ 美術品又は工芸品を製作するためのアトリエ又は工房 

 第７条中「第５条第１項第１号」の次に「及び第３号」を加える。 

 第８条を第１２条とし、第７条の次に次の４条を加える。 

 （用途変更に伴う事前協議） 

第８条 第５条第１項第７号又は第６条第１項の規定に基づき第５条第１項第

７号に規定する行為を行おうとする者（以下「事業主」という。）は、これに

係る法第４２条第１項ただし書又は法第４３条第１項の規定による許可を申

請するまでに、その計画について市長と協議しなければならない。 

 （用途変更に伴う事業公開板の設置） 

第９条 事業主は、前条の許可を申請するまでに、事業を行う区域内の公衆の

見やすい場所に規則で定める公開板（以下「事業公開板」という。）を設置し

なければならない。 

２ 事業公開板は、前条の許可に係る工事が完了した日まで設置しておかなけ

ればならない。 



３ 事業主は、事業公開板を設置したときは、規則で定める書面（以下「事業

公開板設置届」という。）を市長に提出しなければならない。 

４ 事業主は、事業公開板に記載した事業計画等の内容について説明を求めら

れたときは、これを説明しなければならない。 

 （近隣住民等への説明） 

第１０条 事業主は、原則として事業公開板設置届を提出した日から起算して

１４日以内に次に掲げる者（以下「近隣住民等」という。）に事業の計画を説

明し、その説明の内容を記載した規則で定める報告書を速やかに市長に提出

しなければならない。 

（１）事業を行う区域に存する自治会、町内会等の代表者 

（２）事業を行う区域に隣接する土地（当該区域に接する土地が道路であると

きは、当該道路を挟んで接する土地を含む。）若しくは当該土地に存する建

築物の所有者又は当該建築物に居住する者 

２ 事業主は、前項に規定する期間内に近隣住民等から説明会の開催を求めら

れたときは、これを開催しなければならない。この場合において、事業主は、

説明会の開催を、開催予定日の７日前までに、近隣住民等に周知しなければ

ならない。 

３ 事業主は、前項の規定により説明会を開催したときは、当該説明会におい

て行った説明の内容、状況等を記載した報告書を速やかに市長に提出しなけ

ればならない。 

 （近隣住民等との協議等） 

第１１条 事業主は、前条第１項の規定による説明又は同条第２項の規定によ

る説明会において、近隣住民等から意見があったときは、当該近隣住民等と

協議しなければならない。 



２ 近隣住民等は、前条第１項の規定による説明又は同条第２項の規定による

説明会があった日から起算して１４日以内に、説明を受けた用途変更につい

ての意見を記載した書面（以下「意見書」という。）を市長に提出することが

できる。 

３ 市長は、意見書の提出を受けたときは、事業主に関する事項について、当

該意見書の写しを事業主に送付するものとする。 

４ 事業主は、前項の規定による意見書の写しの送付を受けたときは、その意

見に関し適切な措置を講じるよう努めるとともに、これに対する回答を記載

した書面（以下「回答書」という。）を速やかに市長に提出しなければならな

い。 

５ 市長は、前項の規定により回答書の提出を受けたときは、当該回答書の写

しを、意見書を提出した者に送付するものとする。 

６ 前項の規定により回答書の写しの送付を受けた者は、その内容について、

再度意見書を市長に提出することができる。 

７ 市長は、前項の規定により再度意見書の提出を受けたときは、事業主に関

する事項について、当該意見書の写しを事業主に送付するものとする。 

８ 事業主は、前項の規定による意見書の写しの送付を受けたときは、その意

見に関し適切な措置を講じるよう努めなければならない。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成３１年４月１日から施行する。 

 （佐倉市開発事業の手続及び基準に関する条例の一部改正） 

２ 佐倉市開発事業の手続及び基準に関する条例（平成２３年佐倉市条例第１

０号）の一部を次のように改正する。 



  第３条第２号中「第５条第１項第１号」の次に「、第３号」を加える。 


